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ご挨拶

赤井工業株式会社
代表取締役  宮本 清富

2025 年 6 月 2 日

地球資源の枯渇にともない叫ばれてきた「循環型社会の構築」。当社もまたリサイクルの一翼
を担う企業として、産業廃棄物の「適正処理」及び「再生利用」を推進し、環境負荷の少ない
社会への実現に貢献できるよう事業活動を行っています。

橋梁、鉄道、道路、ビルディング、河川の護岸などの構築物の全てに数多くの砕石が使われ、
私たちの暮らしを支えています。しかし、砕石にも色々な種類があり、TPOに応じた適材適所
の資材供給をすることが必要です。

SDGsの目標達成と持続可能な社会の実現に向け、事業を通じて様々な社会の課題解決に取り
組んでいきます。

私たち赤井工業はこれまでに培ってきた多くの経験と実績から、安全で快適な砕石事業と、地
域循環圏を念頭にした循環型社会形成に向けた安定的な産業廃棄物処理業によって、真摯な活
動を実践しており、より一層計画的に継続していくために平成25年からエコアクション21に
取り組んでおります。

このレポートはその結果を取りまとめたものです。
皆様方にご高覧をいただければ幸いです。

--- 循環の環 私たちは持続可能な社会を目指しています ---



１ 組織の概要

（１）事業所名及び代表者氏名
赤井工業 株式会社
代表取締役 宮本 清富 

（２）所在地及び電話番号

④建設発生土処分場 和歌山県紀の川市中畑神子平500番

（３）環境管理責任者氏名及び担当者連絡先
赤井 靖
田村 友彦 電話:0736-62-5800 FAX:0736-62-5801

（４）事業の概要
産業廃棄物収集運搬・中間処理（破砕・天日乾燥・造粒固化）
砕石・砕砂・再生骨材・改良土の製造販売、土木工事・建設発生土中間処理・最終処分

（５）法人設立年月日

（６）事業規模
資本金 1,000 万円
売上高 1,314 百万円（2024年度）
産業廃棄物取扱量 集計期間 4月～3月
建設発生土取扱量  集計期間 4月～3月

合計
36

489,436
33,465

※従業員数は2025年6月2日現在 ※一般建設業にかかる実績はありません。

（７）事業年度 4月～3月

（８）許可等の内容
・産業廃棄物収集運搬業（積替えを含まない） ・産業廃棄物処分業（中間処理）
・一般建設業 ・砕石業（採石認可・林地開発許可）
・建設発生土処理（中間処理・最終処分）

（９）産業廃棄物処理業許可内容

（10）建設発生土処理許可内容
許可番号 許可年月日

和歌山県 05230018 2018.06.01

和歌山県 03050004 2020.07.07

昭和44年8月27日

環境管理責任者
担  当  者

和歌山県岩出市畑毛226番地      和歌山県紀の川市神通200－2        ②RCセンター     ①本社          
③神通砕石工場       和歌山県紀の川市神通200－2

399
床面積（㎡） 143 ー

最終処分場指定

特定事業許可

許可の種類

(中間処理量186,792ｔ    収集運搬量139,464ｔ）

33,322
敷地面積（㎡） 21,151 467,886

RCセンター 砕石工場
従業員数（人） 4 18

本社
14

(中間処理量69,640㎥    最終処分量124,882㎥）

和歌山県

兵庫県

大阪府

奈良県

福岡県

H29.04.27 収集運搬業

許可の種類

収集運搬業・処分業

産業廃棄物処理業優良認定

取得年月日

H26.11.17

R04.03.22 収集運搬業

H30.02.23 収集運搬業

H29.05.30 収集運搬業

収集運搬業（積替を含まない）

許可

和歌山県 3001135471 2021.11.17 2028.11.16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 2700135471 2024.07.09 2031.07.08 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

兵庫県 2801135471 2024.04.27 2031.04.26 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 奈良県 2900135471 2025.02.14 2032.02.13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 4000135471 2022.03.22 2029.03.21 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 3021135471 2021.11.17 2028.11.16

燃
え
殻

ば
い
じ
ん

破　　　砕：無機性汚泥・ガラスくず・がれき類・鉱さい
天日乾燥：無機性汚泥
造粒固化：無機性汚泥

年月日

動
植
物
残
渣

鉱
さ
い

ゴ
ム
く
ず

処分業（破砕・天日乾燥・造粒固化）

許可行政 許可番号 有効期限
汚
泥

金
属
く
ず

ガ
ラ
ス
く
ず

が
れ
き
類

廃
プ
ラ

紙
く
ず

木
く
ず

繊
維
く
ず
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（11）保有施設概要

種類

（12）処理工程

2

台数

1

10

車種

乗用車

乗用車

2

23

油圧ショベル

ホイールローダ

産廃処理用（台）

0

4

天日乾燥施設

設置場所

紀の川市神通

紀の川市神通

紀の川市神通

無機性汚泥:150㎥/時

破
砕
施
設

産廃用

砕石用

造粒固化施設

190

150

170

190

220

190

220

処理能力（t/時）
95
75

110
100

動力(kW)

532

289

226

226

370

289

600

建設汚泥:98㎥/日

用途

営業車両
（ｶﾞｿﾘﾝ車）

ディーゼル車
（重機）

砕石用・処分用（台）

その他

種類

軽自動車

普通車

4

8

ダンプトラック

3

9

3

種類

ブルドーザ

受

入

天日乾燥

破砕

造粒固化 路盤材

改良土

がれき

ガラスくず

鉱さい

破砕

破砕

破砕

選別･分級

選別･分級

選別･分級

路盤材

路盤材

路盤材

汚泥

建設残土 中間処理
良質残土

自社

最終処分場
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２ 認証登録の対象組織・活動

（１）登録組織名
赤井工業 株式会社 

（２）対象事業所
①本社
②RCセンター:産業廃棄物中間処理（破砕・天日乾燥・造粒固化）      
③神通砕石工場
④建設発生土処分場

（３）対象事業内容
産業廃棄物収集運搬・中間処理（破砕・天日乾燥・造粒固化）
砕石・砕砂・再生骨材・改良土の製造販売
建設発生土中間処理・最終処分
※一般建設業については実績が出来次第、対象事業活動に加える。

３ 組織図 
階層・担当 役割・責任・権限

  代表者 環境経営方針の策定

宮本 清富 経営資源の準備

全体の評価と見直し・指示

課題とチャンスの明確化

  環境管理責任者 システムの構築・実施・管理

赤井 靖 代表者への報告

環境経営目標・経営計画の確認

環境経営レポートの確認

  環境事務局 文書・記録の作成、管理

田村 友彦 環境経営ﾚﾎﾟｰﾄの作成、公開

砕石工場本社 RCセンター 残土処分場 土木工事部門

環境課⾧・砕石課⾧

・自部門の運用実施

・自部門計画の実施

全従業員

・環境経営方針の理解と認識

・環境経営計画の実施

・教育訓練の受講

－3－



3 環 境 経 営 方 針

＜基本理念＞

昭和44年に会社設立以来、当社は「ハイ・クオリティの追及」を原点に、砕石製品の製造
から始まり社会の環境へのニーズに対応するため産業廃棄物の収集運搬と中間処理を行って
まいりました。今後の事業展開を進めていく中で、深刻化する地球温暖化や、地下資源の枯
渇への対応が人類共通の喫緊の課題との認識にたち、SDGSの推進や事業活動における環境
負荷の低減を図るために、全社一丸となって自主的・積極的に、環境保全活動に取り組みま
す。

＜経営行動指針＞

１．具体的に次のことに取り組みます。

①電力の消費に伴う二酸化炭素排出量の削減

②収集運搬車・重機などの燃料消費に伴う二酸化炭素排出量の削減

③自社が排出する廃棄物と受託産業廃棄物の３Ｒ（発生抑制、再使用、再資源化）の推進

④水資源の節約

⑤事務用品などのグリーン購入の推進

⑥コピー用紙など、資源の削減
⑦水生生物の環境保護

これらについて環境経営目標・経営計画を定め、定期的に見直しを行い、継続的な改善に努
めます。

２．環境関連法規制や地域との協定を遵守します。

３．この環境経営方針を全従業員に周知し、公表します。

制定日:2013 年 9 月  1 日

改定日:2022 年 6 月27 日

          赤井工業株式会社   

                 代表取締役 宮本 清富
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４ 環境経営目標

2021年度実績を基準とした目標は次の通りです。

※CO2排出係数: 電気0.385kg-CO2/kWh（㈱エネット 2021年度 調整後）、ｶﾞｿﾘﾝ:2.32kg-CO2/ℓ、軽油:2.58kg-CO2/ℓ
※PRTR対象の化学物質の使用はありません。
※1 軽油使用量については2022年度より運輸部も計上したため、2022年度を基準年度に変更する。
※2 2024年度以降の電力についてはグリーン電力を導入しているため排出係数は0とする。

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

目標値
1.0％削減

目標値
2.0％削減

目標値
3.0％削減

目標値
4.0％削減

目標値
5.0％削減

電力使用量の削減 本社 15,652kWh 15,495kWh 15,339kWh 15,182kWh 15,026kWh 14,869kWh

CO2排出係数 工場 590,082kWh 584,181kWh 578,280kWh 572,380kWh 566,479kWh 560,578kWh

0.385 ※2　全社 233,208KgCO2 0KgCO2 0KgCO2 0KgCO2 0KgCO2 0KgCO2

ガソリン使用量の削減 本社 16,382ℓ 16,218ℓ 16,054ℓ 15,890ℓ 15,726ℓ 15,563ℓ

CO2排出係数 工場 4,280ℓ 4,237ℓ 4,194ℓ 4,152ℓ 4,109ℓ 4,066ℓ

2.32 全社 47,935KgCO2 47,456KgCO2 46,976KgCO2 46,497KgCO2 46,018KgCO2 45,538KgCO2

軽油使用量の削減 本社 - - - - - -

CO2排出係数 工場 1,088,296ℓ 1,077,413ℓ 1,066,530ℓ 1,055,647ℓ 1,044,764ℓ 1,033,881ℓ

2.58 ※1　全社　 　 2,807,803KgCO2 2,779,725KgCO2 2,751,647KgCO2 2,723,569KgCO2 2,695,491KgCO2 2,667,413KgCO2

3,088,946KgCO2 2,827,181KgCO2 2,798,624KgCO2 2,770,066KgCO2 2,741,509KgCO2 2,712,951KgCO2

本社 363kg 359kg 356kg 352kg 348kg 345kg

工場 - - - - - -

全社 363kg 359kg 356kg 352kg 348kg 345kg

最終処分率

5%以下を維持

本社 38.0㎥

工場 未導入

化学物質使用量削減
※使用なし

-

グリーン購入の拡大 本社 グリーン購入率

製品及びサービスに
関する環境配慮

工場
協力会社へのｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ
（燃費削減）の推進等

陸の豊かさを守る 全社 水生生物の環境保護

地域貢献活動 全社 清掃活動など

二酸化炭素合計(kg-CO 2)

環境経営目標 取組サイト 基準年度（2021年）

受託産廃の資源化推進 工場 5%　　以下

二酸化炭素排出量の削減

用水使用量の削減 排水量の抑制

38.0㎥ 以下

無計量

廃棄物排出量の削減

 自社廃棄物排出量の抑制

環境経営の推進

40％以上

連絡会実施

調整池の水質管理、定期的植樹、道路・側溝清掃

清掃活動、不法投棄物撤去

ＰＲＴＲ対象の化学物質の使用はない。
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5 環境経営目標の実績

対象期間として2024年4月から2025年3月まで取り組んだ実績と数値評価は次のとおりでした。

－6－

全社

単位 目標値 実績値 ％ 増・減
電気 ｋｇ-CO2 0 0 ― ― ○
ｶﾞｿﾘﾝ ｋｇ-CO2 47,456 41,825 11.9 減 ○
軽油 ｋｇ-CO2 2,779,725 2,166,574 22.1 減 ○

CO2計 ｋｇ-CO2 2,827,181 2,208,399 21.9 減 ○

自社排出一般廃棄物 ｋｇ 359 346.00 3.6 減 ○

中間処理後最終処分率 ％ 5.0 0.0 100.0 減 ○
上水使用量 ㎥ 38.0 49.0 0.0 増 ✕
ｸﾞﾘｰﾝ購入（購入率） ％ 40 55 37.5 増 ○

本社

単位 目標値 実績値 ％ 増・減
電気 kWh 15,495 14,754 4.8 減 ○
ｶﾞｿﾘﾝ ℓ 16,218 14,028 13.5 減 ○
自社排出一般廃棄物 ｋｇ 359 346 3.6 減 ○
上水使用量 ㎥ 38.0 49.0 28.9 増 ✕
ｸﾞﾘｰﾝ購入（購入率） ％ 40 55 37.5 増 ○

工場（RCセンター・砕石工場・建設残土最終処分場）

単位 目標値 実績値 ％ 増・減
電気 kWh 584,181 572,730 2.0 減 ○
ｶﾞｿﾘﾝ ℓ 4,237 4,000 5.6 減 ○
軽油 ℓ 1,077,413 839,758 22.1 減 ○
中間処理後最終処分量率 ％ 5.0 0.0 100.0 減 ○

 ※ 評価:目標達成＝〇 目標未達成＝×
今年度までに二酸化炭素削減対策として実施した設備等は次の通りで、CO2削減に寄与できています。
 ・照明のLED化
 ・重機の4次規制適合車への更新（11台）排出ガスに含まれるNOx（窒素酸化物）排出量を現行規制に対し約90%低減
   ・水生生物の環境保護として調整池の水質管理のほかに中畑地区の道路清掃、不法投棄物撤去、植樹を実施しています。
 ・使用電力を2022年8月よりCO2排出係数0のグリーン電力に切替を行っています。
 ・重機の4次規制適合車への更新（2台）排出ガスに含まれるNOx（窒素酸化物）排出量を現行規制に対し約90%低減

目標（2021年4月～2022年3月） 実績（2024年4月～2025年3月）
評価

目標（2021年4月～2022年3月） 実績（2024年4月～2025年3月）
評価

目標（2021年4月～2022年3月） 実績（2024年4月～2025年3月）
評価



６ 環境経営計画の内容と取組結果

環境経営方針と環境経営目標達成のための経営計画は次の通りでサイト毎に取り組んでいます。
なお、サイトごとの取組結果は下記のとおりです。

(1)

取組項目 評価結果 取組項目 評価結果 取組項目 評価結果

― ― ○ ５ ○ 5

― ― ○ 5 ○ 5

○ 3 ○ 4 ○ 4

○ 4 ― ― ― ―

― ― ○ 5 ○ 5

― ― ○ 5 ○ 5

○ 5 ○ 5 ○ 5

― ― ○ 5 ○ 4

 ※使用電力を2022年8月よりCO2排出係数0のグリーン電力に切替を行っています。

(2)
一廃 ○ 5 ― ― ― ―

産廃 ― ― ○ 5 ― ―

(3)
○ 3 ― ― ― ―

○ 5 ― ― ― ―

○ 5 ― ― ― ―

(4)
○ 5 ― ― ― ―

(5)
○ 5 ○ 5 ○ 5

○ 5 ○ 5 ○ 5

○ 5 ○ 5 ○ 5

ｸﾞﾘｰﾝ購入の拡大
① ｴｺﾏｰｸ付事務用品の選択的使用

環境配慮活動
① 協力会社へのｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ啓発

③ 水生生物の環境保護

② 周辺道路の清掃

上
水

① 散水・洗車節水の徹底

② 手洗い時の節水の徹底

③ 漏水点検の徹底

① プラントの節電管理の徹底

② 運転停止時の電源OFF

③ エアコン温度管理の徹底

④ 事務機・照明等の節電

用水使用量の削減

廃棄物排出量の削減
① 社内廃棄物の分別徹底

② 中間処理後最終処分量の抑制

燃
料

⑤ 重機の経済的運転

⑥ 重機のメンテの徹底

⑦ ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞの徹底

⑧ 場内運搬の効率化

電
力

評価は次の5段階で実施しました。
５:100％実施できた ４:75％程度実施できた ３:実施できたのは50％程度であった
２:25％程度しか実施できなかった １:実施できなかった

二酸化炭素排出量の削減
本社 RCセンター 砕石工場・建設残土最終処分場
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７ 環境経営計画の今後の方針及び次年度の取組内容

環境経営計画の今後の方針と次年度における取組項目については、次のとおりです。

(1)
次年度取組

○
○
○
○
○
○
○
○

(2)
○
○

(3)
○
○
○

(4)
○

(5)
○
○
○③水生生物の環境保護 調整池の水質管理

②周辺道路の清掃 定期的に清掃を行う

ｸﾞﾘｰﾝ購入の拡大
①ｴｺﾏｰｸ付事務用品の選択的使用 エコ消耗品の利用拡大を図る

環境配慮活動
①協力会社へのｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ啓発 協力要請を定期的に行う

①散水・洗車節水の徹底 特に洗車用水の節水を徹底する

②手洗い時の節水の徹底 常に節水を意識し実施する

③漏水点検の徹底 月に一回メーターの確認を実施する

用水使用量の削減

⑥重機のメンテの徹底 定期的に整備する

⑦エコドライブの徹底 急発進、急加速をしない

⑧場内運搬の効率化 空荷運転を避ける

廃棄物排出量の削減
①社内廃棄物の分別徹底 分別ＢＯＸに入れる

②中間処理後最終処分量の抑制 造粒固化率を維持する

③エアコン温度管理の徹底 夏28度冬20度を目標とする

④事務機・照明等の節電 不要な照明の消灯を徹底する

⑤重機の経済的運転 過負荷運転をしない

②運転停止時の電源ＯＦＦ 機械類の停止後の速やかなOFFを徹底する

二酸化炭素排出量の削減
活動計画 今後の方針

①プラントの節電管理の徹底 急激な負荷運転を防止する
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８ 環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無

（１） 当社に関係する環境関連法令と遵守状況は次のとおりです。
No 法律・条例・その他 名称 規制・規定の内容 当社対応状況 遵守状況

１．産業廃棄物収集運搬・処理業の許可

  運搬車の表示及び書類の携帯

２．産廃処理施設設置許可

  構造・維持管理基準  点検記録

  産廃処理施設技術管理者設置  選任届出書

  帳簿の記載  帳簿

３．産業廃棄物の受託・委託基準 ―

  委託契約（２者契約、許可証写）  契約書

  マニフェスト交付、未回収時報告  マニフェスト綴り

４.事業系一般廃棄物  市町村処理

2  採石法  採石認可  許可証 遵守

3  森林法  林地開発許可  許可証 遵守

 一般粉じん発生施設届出書

 特定施設設置届

 特定粉じん等作業実施届

5  水質汚濁防止法  特定施設設置届  該当施設なし 遵守

6
 騒音規制法
 和歌山県公害防止条例

１．特定施設（空気圧縮機・破砕施設）  設置届出書（空気圧縮

機は、移動式の為不要）
遵守

7
 振動規制法
 和歌山県公害防止条例

１．特定施設（空気圧縮機・破砕施設）  設置届出書（空気圧縮

機は、移動式の為不要）
遵守

8  家電リサイクル法 １．リサイクルへの協力（家電4品目） 廃棄時 遵守

9  小型家電リサイクル法 １．リサイクルへの協力（ノートパソコン等） 廃棄時 遵守

10  建設リサイクル法 １．発注者の着工7日前の届出 必要な届出 遵守

11  自動車リサイクル法 １．リサイクルへの協力（新車購入時） 更新時 遵守

12  フロン排出抑制法
1．業務用ｴｱｺﾝ廃棄時の措置
2．業務用エアコン等の簡易点検・記録
3.  フロン法対象施設の有無の確認

廃棄時又は点検 遵守

13  消防法 ２．消防用設備点検（機器点検･総合点検）  消火器 遵守

１．少量危険物 指定数量の１/５以上

２．指定可燃物  木くず

15  オフロード法  法第4条 使用者の責務 ・法第17条 使用制限  適合車購入 遵守

特定事業場許可 許可証 遵守

特定事業場区域内の浸透水を採集するための措置（調整池） 定期検査 遵守

17 ストックヤード運営事業者登録 土砂の搬入出管理 登録認可 遵守

1

 廃棄物の処理及び
 清掃に関する法律

 岩出市廃棄物の処理
 及び清掃に関する条例
（一般廃棄物）

和歌山県 処分許可証
和歌山県 収集運搬許可証
大阪府 収集運搬許可証
兵庫県 収集運搬許可証
奈良県 収集運搬許可証
福岡県 収集運搬許可証

遵守

4
 大気汚染防止法
 和歌山県公害防止条例

 届出書 遵守

16 産業廃棄物の保管及び土砂等の
不適正な処理防止に関する条例

※なお、当社は省エネ法対象規模未満（原油換算1500kＬ未満）です。
（２） 当社に関係する環境関連法令の遵守状況を確認した結果は、違反はなく、関係当局からの
    違反等の指摘は過去3年間ありません。また、訴訟等もありません。

14  火災予防条例  保管維持管理 遵守
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９ 代表者による全体評価と見直し・指示

（１）　全体評価

（２）　見直し・指示ついて

 2022年8月から導入したグリーン電力（排出係数0）によりCO2排出量は大幅に削減出来ている。
用水使用量が128.9％と増加したが、これは『いろどり女子部』による植樹活動で本社前に花壇を設
けたためでありマイナス要因ではないと考えられる。
 それ以外の項目については、全従業員が目標を意識することにより達成することが出来ている。
今後も引続き目標意識をもって活動を継続していくこと。

 用水使用量は今後も基準年度に対して削減することは考え難い。
よって2024年度を基準年度に変更し評価していくこととする。

（３）　今後の展望

 労働力不足や安全性向上の観点からもICTやIoT技術の導入等も検討しながら生産性の向上やコス
ト削減、安全性の確保を課題に積極的に取り組んでいきます。
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10 環境経営状況（教育及び外部コミュニケーション）

■安全衛生推進会議 ■安全衛生基礎講習

■環境教育 ■工場付近・定期清掃

■2024年度クリーンアップ運動 ■植樹活動

■緊急事態発生・訓練 ■紀の川市との合同清掃（中畑地区）
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